
平成1 1 年度国立学校等技術専門官研修報告

第2 技術系技術長 技術専門官 市川 貴之

国立学校の技術専門官や文部省直轄研の技術課長等の職に ある者に 必要な行政的識見の

かん養を深めさせ ､ その職務に必要な専門的知識と技術を修得させ るととも に ､ 技術の継

承や保存な どに関 して指導的役割をはたさせ るよう資質を向上させ る こ とを目的に ､ 初め

ての ｢ 国立学校等技術専門官研修｣ が平成 1 1 年 8 月 2 5 日 - 2 7 日まで の 3 日間､ 東京

大学付属図書館会議室で 開催された ｡

第 1 日目が ｢ 開校式｣ (加茂川人事課長) ､ ｢ 大学行政上の諸問題｣ (合田大学課長) ､
｢ 人

事管理上の 諸問題 ･ 職場 の 安全管理｣ ( 野中人事課福祉班主査) ､
｢ 技術専門職制度に つ い

て ｣ ( 嶋買人事課給与班主査) ､ ｢ 学術研究の 振興と国際交流｣ (佐々木学術課長) の講義が

行われた｡

2 日目は ､ ポス タ
ー

セ ッ シ ョ ンに続い て ､ ｢ 職場の健康管理
･ ス トレス マ ネジ メ ント｣ ( 渡

辺章二 (秩) 東京ス トレス マ ネジ メ ン ト企画グル
ー プ チ ー フ) ､ ｢ 地球環境問題に つ い て｣

( 小宮山東大大学院工 学系研究科教授) の講演

3 日目は､ 東大のイ ンテ リジ ェ ン ト モデリ ング ･ ラ ボラトリ ー

､ 医学部標本室､ 綜合研

究博物館の施設を見学する とともに ､ フ リ
ー デ ィ ス カ ッ シ ョ ン ､ ｢ リ ー ダ ー シ ッ プ｣ ( 永崎

一

別話力綜合研究所長) の 講演､ 特別講演 ｢ 科学技術の展望｣ ( 小林正彦東大副学長) が 行

われた｡

上記の講演の中で ､ 独立行政法人化 に つ い ての 話は幾度も出て きた､ 東京大学の副学長

が 東大対応と して ｢ ある べ き大学像の理想形態に つ い て ｣ の ワ
ー キ ンググル ー プと ｢ 国立

大学 ､ 独立行政法人 ､ 私学にな っ た場合の比較検討｣ の ワ
ー キンググル ー プを発足 して 検

討を始めたとの話があ っ た｡ 東京大学は独法化に 無批判に賛成で はなく ､ こ の 問題に 受身

で なく正 面か ら対応 して い くと講演され ､ 三重大学での 議論と レ ベ ル が 違うとの感想を持

っ た ｡

専門技術職制度につ い て の講義は ､ 直接こ の問題 に取り組んで きた行政宮の 話だ っ たの

で大変参考にな っ た｡ こ の制度がで きるまで の歴史的経緯を詳 しく説明 し､ 文部省と して

の期待も含め た将来展望 にまで 及んだ｡ 以下に私の メ モ か ら演者の 話を再現 して み る o

｢ 教室系技術職員は採用されて か らの昇進 システ ム が確立 して い な い ｡ 例 と して事務の 場

合は係員⇒ 主任 う 係長 ( 専門職員) → 専門員 → 事務長補佐 ⇒ 事務長 の ように昇進 して い る o

技術職員は 入 っ たときも技術職員で 退職 する ときも 同 じ技術職員で ある ､ 給与面でも差が

あるの で は (事務官と比較 して) とい う問題意識が あ っ た｡ それと共に外部環境の 変化 と

して ､ 技術職員の 仕事の 変化 う 高度化
･ 専門化 → 大学運営上優秀な技術職員の確保が 必要

で ある ｡ 定員削減 ⇒ 業務の効率化 ､ 能力化を しな い と対応で きない状況も生まれてきた ○

国大協等か ら専門行政職俸給表の 適用要求が 出された (組合か らも要望が強 く出されて い

た) 平成 2 年から各大学で 技術部等組織化 を諮り ､ 技術長､ 班長等役職を配置 したo
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平成 7 年科学技術基本法で科学技術を支える技術職員の処遇を諮る べ きと明記 ､ 学術審

議会からも処遇改善の 答申がだされた｡ 文部省として は､ 専行職適用が当面は困難とな っ

たの で ､ 文部省内での処遇改善の 方法と して ､ 技術職員は 1 人々独立性が強 い の で 1 人々

の技術の評価がはかられ処 置され る道をつ くる こ とを考えた ⇒ 具体的には技術 レベ ル に応

じた職名として技術専門官と技術専門職員をつ く っ た ⇒ ( 訓令) 平成 9 年 1 1 月 1 7 日 (発

足 は 10 年 4 月 1 日) こ の 目的は､ 外から見て役割を明確にする こ とにある ｡ 訓令の 中で技

術の継承及び保存を入れた意味は特に重要で ある ｡ 現状は定 員削減⇒ 自分が辞め なければ

新規に採用で きない → 技術が継承で きな い ｡ こ れを改め他の技術職員に技術 を伝える ⇒ こ

の こ とと昇進 の仕組み がで き給与 が上昇 して い く ⇒ 技術の グ レ ー ドをア ッ プ して い く方策

を考えた｡ 専門官等の選考に つ い て も具体的には､ 学内で選考委員会をつ くり専門官､ 専

門職員を選考 して い っ た｡ こ れまで は 7 級は定数と して なか っ た ( 1 部の 人が個別に技術

力によ っ て昇格 して い た) 今後は 7 級が標準定数とな っ た ｡ ⇒ 文部省と しては ､ これ に満

足 しない で 8 扱が標準定数となる よう要求 して い る ｡ 制度導入の初年度は､ 6 級の定数枠

もほぼ倍増した. こ れは新しい制度の効果で ある o 今後の課題と して は ､ 全国で 7 5 0 0

人 い る技術職員の 中で ､ 専門官定数は現在3 0 0 名弱で ある ､ こ れを組織運営上からも拡

大 して い く必要がある ｡ 専門職員 に つ い ても 同様で あ る ｡ 昇給も早 い 時期に 6 ､ 7 ､ 8 ､

になれるようする必要が ある ｡

待遇改善の形は作 っ たが ､ 制度を生かすにはス キル ア ッ プす る必要があり､ その為の研

修制度を確立するため に概算要求をだ し､ 予算化 して 今回文部省研修と して 行うこ とに し

た｡ 文部省と各ブ ロ ッ ク単位の 研修をおこ なうこ とで横の つ なが りをつ け､ 又 大学 に持ち

帰り広げて い きた い ｡ その ほかに国大協では教官にあ るような研究費等が措置で きな い か

等新 しい 課題も考えて い る ｡ 又今後残され た問題 として専行職適用は どうするの か ? があ

る ､ 技術専門職制度に より専行職 へ の移行を立ち切 っ たわけで はない ｡ 技術職員で高い 技

術を持 っ た人が停年で 辞め る ､ その後 23 歳の新人がその ポス トに座 る ｡ 事務の場合には事

務長が辞め た後は ､ 補佐が事務長になる ｡ 技術職員はそ こ のポス トで 要請されて い る職は

何なのかわかりにくい ｡ 専行職の 問題は､ 今後解決 しなければならない 問題である ｡

専門職制度と同様に組織化は ､ 各大学で 大切に育成 して い く合い 並ぶもの と してス タ ー

ト した ｡ 職人に近 い 人と教官に近 い 人に より専門官 へ の道 の ハ ー ドル が違う､ 分野に よ っ

て 差がで きる べ きで なく ､ 分野の中で専門性の差 がで て くる ｡ 組織化 したこ とに より技術

職員として の自立性 へ の 自覚が高ま っ たとい う変化が出て い る面もあ る ｡ 今後の課題 と し

て ､ 技術の継承及 び保存並 びに技術研修に関 して 専門官が書籍を残 す等､ 関連分野以外の

人がその技術を別な形で 生かす等々 どうい う 工 夫で 継承及 び保存をして い るかを文部省と

して調査 したい と思 っ て い る ｡

組織化 のイ メ ー ジと して 看護婦さんの組織を例 に見ればよい の で は う 日常的には病棟に

い たり外来に い たり し､ 医師と 一 緒に仕事を して い る ｡ 技術職員も組織化 して 研修等は内

部で行 っ て い ても日常的に は研究室等に配置されて い る｡ ｣
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